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当社を媒介して、文化や
国籍に関係なく「多様性」
のある人々が出会い、
新たな価値を創出または
提供する場としての役割

交通に繋がる生活サービスを通じて大阪に住む人
の生活を支え、Osaka Metro Groupが
日々の生活でなくてはならない存在に

あらゆるモビリティを用いて、安全・安心・快適に
お客さまを目的地までお送りし、大阪に住む人、
訪れる人に移動の自由を提供しつづける

活力インフラとして

１．当社の使命

民営化の目的

「市民・お客さまのための民営化」
・効率的な事業経営による収支改善（経営体質の強化）
・お客さま満足度の向上 （スピーディなサービス改善）
・沿線・地域の活性化への貢献 （多様な事業展開）

当社は、前身の大阪市交通局の時代から120年間、大阪市民の移動を支える交通のアーバンネットワークを整備してきました。圧倒的に便利で快適な

国際都市「大阪」の発展に貢献し続けることが当社の使命です。民営化を機に、民間感覚を取り入れ、事業価値を高める自主自立の経営を行うと
共に、『交通を核にした生活まちづくり企業への変革』を成し遂げ、市民・お客さまに信頼される大阪市のインフラを支える企業として使命を全う
します。

～ 企業理念 ～

私たちは、最高の安全・安心を追求し、誠実さとチャレンジ
精神をもって、大阪から元気を創りつづけます。

当社の使命

圧倒的に便利で快適な国際都市『大阪』の発展交通を核にした生活まちづくり企業への変革

交通インフラとして

社会生活インフラとして

各ステークホルダーへの価値の提供

お客さま
付加価値の高い
移動体験やサービス
の提供によって、
生活の質を向上

地域のみなさま
大阪の更なる
活性化と都市
ブランド力の向上

株主(大阪市)
企業価値の向上
と税金、配当金
による継続的な
財政貢献の実現

事業活動そのものによる

SDGsへの貢献
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２．中期経営計画の進捗状況

新型コロナウイルス感染症の拡大により、事業の基盤が大きく揺らぐ事態となったため、中期経営計画を大幅に見直して事業構造の改革を断行する
一方で、事業に不可欠な「最高の安全・安心」の追求や「お客さまサービス向上」などの取組みを着実に進めました。2022年度については、コロナ禍による
社会変容を踏まえた「成長モデル再設定と推進の年」と位置づけ、事業活動の拡充に取り組みました。2023年度からは、この3年間で培った強固な
経営体質のもと、新規事業の推進を含め、中期経営計画総仕上げのステージに入ります。

経営基盤づくり 非交通事業強化 非交通事業の本格的収益化

2023年～2025年2020年～2022年2018年～2019年

最高の安全・安心及び快適性・利便性への継続的な取組み

当
初
計
画

実
績

万博への最大限のコミットメント経営基盤づくり 事業構造改革の徹底

2020年～2022年2018年～2019年

最高の安全・安心への継続的な取組み

2023年～2025年

新成長モデル確立

最高の安全・安心及び快適性・利便性への継続的な取組みコロナ禍

総仕上げ

これまでの主な成果
経営基盤の確立 事業の進化・発展

可動式ホーム柵
継続して設置を推進
（85駅で設置完了）

AIオンデマンドバスの運行
2021年3月から社会実験開始
（現在4区5エリア）

MaaSアプリ（e METRO)
2022年11月から配信開始

ポップアップ型販売店舗（Metro Opus）
2022年4月から営業開始（現在2店舗）

レストラン事業
（Orchid time by Osaka Metro）
2023年2月から営業開始

顔認証改札
2019年12月から
実証実験開始

地下空間の大規模改革
15駅の大規模リニューアル
を実施（４駅で完了）

BRT（いまざとライナー）
2019年4月から
社会実験として運行開始

自動運転
テストコースでのレベル４運転
車両の遠隔監視など

広告事業
梅田・心斎橋での
大型ビジョン導入など

都市開発事業
賃貸マンションや
マンション分譲開始

業績管理の強化
将来見通しに基づく事業管理
鉄道・バスの収支構造改革

投資回収リスク管理の強化
事業本部ごとの
ハードルレート設定
撤退基準の厳格化

グループガバナンスの強化
当社取締役をグループ会社の
取締役に任命

経営管理機能の向上
目標達成指標の設定
KPIツリーによる管理

内部統制、内部監査の強化
内部統制の整備・
運用状況の確認・
評価をもとに内部監査を実施

組織能力の強化
組織毎のミッション及び個々の
職務の達成目標の明確化
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交通 170億円

(89%)

非交通 21億円

(11%)

３．当社を取り巻く環境

コロナ禍は、鉄道を中心に当社事業に深刻な影響を及ぼしました。一部の変化は一時的なものにとどまらず大きく社会を変容し、大阪が抱えている根源的な

課題をより早期に具現化し、いつかは到来すると思われていた未来の課題に直面することとなりました。交通の運行体制が固定的で収支構造は硬直的で
ある一方で、今後の大阪全域の人口分布の予想からは交通課題が深刻になると懸念され、更に、なにわ筋線の開業などで、将来の競争環境にも大きな
変化が起こる見込みです。

大阪の将来 事業課題

大阪府における人口集積大阪府における人口動態（予想）

１．通勤・通学でのご利用者減少

４．住環境の変化

28%

37%

20%

25%

30%

35%

大阪府における空き家状況近畿圏高齢化率の推移（予想）

３．高齢化による移動需要の減少

２．人口集積の二極化

営業費用に占める固定費の割合：99%2022年度 グループ決算実績

１．利益バランスの不均衡 ２．高い固定費の比率

他企業の新線開業（構想含む）利用者減少に伴う悪循環の発生

３．公共交通の持続性懸念 ４．鉄道ネットワークの変化



6

6

４．社会課題を踏まえた当社の戦略領域（ビジネスモデルの塊）

社会課題

当社への影響

課題への対応方針

デジタル化の推進（DX・e METROアプリ）

乗
降
デ
ー
タ

２
５
０
万
人

の
顧
客
接
点

当社の強みである関西の中心「大阪」での主要な都市交通網（アーバンネットワーク）を活かしつつ、当社を取り巻く数々の課題やお客さまのご要望を
踏まえ、「社会課題の解決」に向けた壮大な取組みとして、全てのステークホルダーを始めとする多くの皆さまから共感を得られる企業活動として、

「既存交通の改善・進化」、「移動手段の統合」、「生活サービスの拡充」、「Webサービスの提供」と、共通で必要となる「デジタル化の推進
（ＤＸ）」の5領域において、その実現に向けた手段や仕組みを他社に先駆けて事業化し、社会課題へ全力で対応していきます。

移動手段の統合
生活サービスの

拡充

Webサービスの
提供

既存交通の
改善・進化

人口の減少

乗車人員
の減少

移動需要
の喚起

交通不便地域
の解消

公共交通の
要請

交通ネットワーク
の拡充

脱炭素・SDGs
への対応

CO₂排出量の
抑制

省エネルギー
発電への対応

ライフスタイル
の変化

新たな事業の
創出要請

移動周辺需要
の獲得

自然災害
の甚大化

災害への
対応要請

施設の
強靭化

生産年齢人口
の減少

労働者不足

業務の効率化

移動手段
の多様化

多種多様な
モビリティの要請

能動的な
インフラの整備

テクノロジーの
進化

技術導入
の要請

先端技術
の活用

戦略領域（塊）



7

7

当社では、事業成長戦略に基づく事業活動を全社を挙げて推進し、各種のサービスをお客さまに様々な局面において効果的にご提供するために、

事業活動の階層を縦に重ね合わせ、お客さま毎に一体的にご提供できる構造の構築を目指しています。これが、多くの施策を戦略的に進め、新たな
成長の機会を獲得するために５層構造にまとめた「都市型MaaS構想（e METRO）」です。この構造に基づき、当社の全ての事業活動の有機的な
結合を実現し、多くの企業と協業しつつ、各種のサービスを連携し発展させることで、お客さまに価値あるサービス・新たな価値を生み出し、単独では

行えないような「世界最高水準の都市交通機能および生活サービスが密接に融合したエコシステム」を目指します。

５．都市型MaaS構想（e METRO）の概念図

第
4

層

第
３
層

第
２
層

第
１
層

第
０
層

サイバー空間での生活を豊かにするサービス
顧客データを基に、お客さま一人ひとりへ直接届くサービスを多重的に積み上げる

フィジカル空間での生活・都市機能の整備
乗継ハブなどの交通結節点を拡充すると共に、駅・駅周辺での各種サービス・
施設を展開

自由自在な移動のパーソナル化
多様な交通手段がシームレスにつながるように整備(小型モビリティまで広く揃える)

最新技術でストレスフリーな移動
着実な運行の維持および安全・安心と快適性・利便性の拡充を徹底する

データの蓄積・分析・予測
一人ひとりのニーズに直接応えると共に、情報の蓄積がサービスの改善・進化を
加速させ生活の質の向上につながるよう、利用者の同意を得て、4層の事業活動
全般における顧客データを厳格に一元管理
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６．当社が目指すべき姿 2035年・2025年の未来像

当社は、2035年には交通サービスと様々な日常の生活サービスが完全に融合し、必要なサービスが迅速且つ一体的に提供され、現在では考えられないほど
便利で多様なライフスタイルが実現している世界を目指しています。それには、テクノロジーを大きく進化させ、新たなモビリティやサービスを整備する必要があると

考えます。そのため、2025年度までに確実に交通の大きな進化を成し遂げると共に、駅及び駅周辺において未来の目指すべき姿の原型を確立したい
と考えています。

2035年 2025年

2025年度までに確実に交通の大きな進化を成し遂げると共に、

駅及び駅周辺の未来の目指すべき姿の原型を確立します。

現在予想されている様々な社会課題を乗り越えて、国際都市
として世界中の人々が集い、競争力のあるアジアの玄関口として

大きく進化している姿を想定します。

バックキャスト

５つの達成目標
日々の運行を支える
日常業務と徹底した
合理化・効率化

世界に誇る
地下空間

圧倒的に便利な
交通インフラ

交通を核にした
地域開発

交通と
日常生活サービス
との完全融合

最高の安全・安心
の追求

先端技術の導入による
交通サービスの進化

快適で便利な移動、
生活空間の提供

108駅の
サービス拠点化

持続可能な社会実現
への貢献

円滑な万博開催への
最大限のコミットメント

2025年の重点テーマ
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７．事業戦略変革への視点

中期経営計画総仕上げのステージにおいて、目指すべき姿の実現を着実に成し遂げていくため、この度、 「６つの事業戦略変革の視点」を取り入れ、
当社の事業活動を2025年度に向けて質量共に格段に進化させていきます。これらは、当社を自主自立の経営が確立し継続的に成長する事業体に
していくための変革の触媒（アプローチ）であり、この視点に立脚して各施策を企画・実行します。

中期経営

戦略

お客さま視点

顧客体験

価値向上

万博への貢献

質の高い

事業構想

オープン

イノベーション

企業・事業

価値向上

企業は社会の公器との発想の
もと、市場や需要に基づいた

事業活動を実行

お客さま満足度を
サービスの連鎖反応で

高める

将来に向けた非連続
な変革を促す

事業の深耕と探索で
事業構想力を高める

事業運営の基本を確立し、
経営管理力を高めると共に、

制度・仕組みで
より良い事業運営を誘導

企業間交流を起爆剤に
発想力と実行力を高める



10

10

８．経営戦略の基本（交通を核とした事業の拡大）

第1層

第2層

第3層

サイバー空間での生活を豊かにするサービス
第4層

現在の当社は、交通以外の事業規模は極めて小さく、自力だけで事業を拡大していくには限界がある一方、巨大な大阪の経済圏を支える交通のアーバン
ネットワークを活用した事業展開には大きな可能性があると考えています。そこで、今後の事業拡大の戦略としては、そのポテンシャルを十分に活かすため、

『既存交通の改善・進化』を通じた最新技術によるストレスフリーな移動の実現を出発点として、交通事業との関連性を軸に、『移動手段の統合』による

自由自在な移動のパーソナルサービス化、『生活サービスの拡充』によるフィジカル空間での生活・都市機能の整備、『Webサービスの提供』による

サイバー空間での生活を豊かにするサービスの供給を進め、「交通事業を基点としたサービスの多層構造」を構築し、事業規模拡大を目指します。
また、各層間での相乗効果発揮の根幹となる視点として、「最高の安全・安心の追求」、「先端技術の導入による交通サービスの進化」、「快適で
便利な移動、生活空間の提供」、「108駅のサービス拠点化」を事業推進の重点テーマとして設定し、戦略的に事業拡大を進めます。これらの
取組みにより、第1層の拡充が第2層以上を発展させ、また、第2層以上の発展が第1層を更に進化させる相乗効果を創出していきます。

自由自在な移動のパーソナル化

最新技術でストレスフリーな移動

フィジカル空間での生活・都市機能の整備

最高の安全・安心の追求

先端技術の導入による
交通サービスの進化

108駅のサービス拠点化

快適で便利な移動、
生活空間の提供

交通を起点とした事業拡大の層の構造

第0層
データプラットフォーム
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企業理念に掲げる「交通を核にした生活まちづくり企業への変革」を成し遂げるため、「大阪・関西万博」が開催される2025年度を目標に、

都市型MaaS構想の原型を確立し、交通インフラ、社会生活インフラ、活力インフラとしての姿を具体化するため、事業戦略の４つの
重点テーマに加え、社会的要請への対応として２つの重点テーマを設定しました。これらは、目指すべき姿を達成するための重点テーマであり、
2025年度までに築き上げた原型を万博のレガシーとし、2035年の理想で掲げる各事業の実現・実装を進める上での重要な要素だと考えています。

9. ６つの事業推進重点テーマ

どなたでもいつでも安心
してご乗車いただけるよう、
地下鉄・バスのサービス
をご提供し続けます。
特に震災など災害時に
も甚大な被害を出すこと
のないよう、施設の強靭
化に取り組みます。

お客さまのニーズに応じ
て運行するオンデマンド
バスや、様々なモビリティ
を組み合わせた移動
サービスを提供するととも
に、自動運転技術の
活用も推進することで、
交通課題の解消に取り
組みます。

当社の108駅全ての駅
のご利用状況を分析し、
お客さまのニーズに応じ
たサービスを提供。困っ
た時に「駅にあって助かっ
た」と感じていただけるよ
うな駅のサービス拠点化
を目指します。

移動の高付加価値化
を目指した生活サービス
を提供するとともに、DX
にも取り組むことで、
大阪にお住まいの方や
訪れる方がもっと楽しく
もっと快適になるような
サービスを提供します。

2025年に開催される
大阪・関西万博に積極
的に貢献。会場の主要
玄関である夢洲駅（仮
称）の建設を完遂する
とともに、会場内外で
環境にやさしいEVバスを
運行するなど、円滑な
万博開催に貢献します。

カーボンニュートラルの
実現を目指し、太陽光
など自然エネルギーを活
用した発電に取り組むと
ともに、省電力化や化
石燃料に頼らないモビリ
ティを導入。温室効果
ガスの排出抑制に取り
組みます。

第1層 第2層 第3層 第4層

第1層 第2層 第3層 第4層 第1層 第2層 第3層

第4層第1層 第2層 第3層

事業の拡大 社会的要請への対応

第4層

提供：２０２５年日本国際博覧会協会
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10-1．最高の安全・安心の追求

安全は全てに優先するという認識の下、当社は最高の安全・安心を追求しつづけます。「人にやさしい交通機関」であり続けるため、ソフト・ハード面で

災害時や非常時への万全の備えに取り組み、全てのお客さまに安心してご利用いただけるようにします。設備の強靭化や高度化、可動式ホーム柵
の設置、バリアフリー化の推進、防犯カメラの設置、訓練の徹底などを通じ、世界に誇れる安全・安心の提供を目指していきます。

地下鉄

路線バス

脱線対策ガード付きまくらぎ

自然災害対策
今後、発生が想定される大規模地震への対策や、浸水対策に取り組み、
お客さまの安全を確保するとともに、有事後の速やかな運行再開を
目指します。

事業推進重点テーマの主な施策

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

脱線防止ガード設置

全20㎞
止水鉄扉・パネル設置

6駅

バリアフリールートの複線化

地上からホームまでのエレベーターによるバリアフリールートを2010年度に
全駅で整備しましたが、これで終わることなく、バリアフリールートの
複線化となる更なるエレベーター整備に取り組みます。

バリアフリー経路複線化

19駅

安全訓練の徹底

安全・安心な輸送を支えるのは「人（社員）」であり、異常事態に
対応したシミュレーション訓練を消防・警察と連携かつ継続的に実施する
ことで、災害発生時の対応を強化します。

安全訓練

毎年開催

ドライバー異常時対応システム（EDSS）

既存の路線バス車両の更新時や、今後導入する予定のEVバス車両に
「ドライバー異常時対応システム（EDSS）」を搭載することで、運転士が
運転操作の継続が困難になった際に安全に停止できる装置を整備します。

EDSS整備

278両

可動式ホーム柵設置

駅空間の大規模リニューアル・可動式ホーム柵

老朽化した駅の改修を進め、駅自体をワクワクできる空間に造り変えて
いきます。更に、最高の安全・安心を追求するため、可動式ホーム柵を
設置することに併せて、ホームと車両との段差隙間解消にも取り組みます。 全133駅

大規模リニューアル

全15駅

防犯カメラの設置

列車内の安全性向上と犯罪の抑止を目的として、2027年度末までに、
すべての列車に防犯カメラを設置します。

列車への防犯カメラ設置

107列車（御堂筋線・中央線では設置完了）
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10-2．先端技術の導入による交通サービスの進化

AIオンデマンドバスや自動運転など、世界最高水準のテクノロジーを積極的に導入していくことで、圧倒的に便利な移動手段を確立する交通革命
に挑戦し、大阪における交通課題の解消を進めると共に、シームレスで利便性の高い交通サービスの進化を追求し、未来を感じる安全なモビリティなど、
お客さまのご移動の選択を増やしていきます。

AIオンデマンド
バス

自動運転

AIオンデマンドバス運行の拡充

大阪の交通課題を解消して利便性を向上させるため、事業の持続可能
性を確保した上で、市内全域への展開を目指し、これまでの実験の経過
を踏まえ次の3点に重点的に取り組みます。

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

地下鉄及びバスの自動運転化

自動運転の導入に向けて、地下鉄では夢洲駅(仮称)と大阪港駅の間で
GoA2.5での実証実験、バスでは車両および遠隔監視システムの自社開
発に取り組みます。自動運転バスは、大阪・関西万博の会場内輸送を
担い万博開催に貢献するとともに、万博後は大阪市内での運行を見込
んだ実証実験を実施します。

地下鉄実証実験

実施
自動運転バス（万博輸送）

レベル4での運行

【ご利用者の拡大】：既存エリアでの運賃収入を２倍に
運行車両の増車と新規需要取り込みにより既存エリアのご利用の増加を図るとともに、

運行エリアの拡大を進めます。

【運行の効率化】：費用を３割削減
他社システムを利用した配車方法から自社開発システムへの変更や需要に応じた
車両数にすることで車両の稼働率を向上させ、より効率的な運行体制とします。

【関連サービスの拡大】：運賃収入と同規模まで拡大
法人向けサービス、MaaS付き住宅、乗降場所販売などの関連サービスを
積極的に販売し、収益を拡大します。

事業推進重点テーマの主な施策

モビリティの
最適ミックス モビリティの最適ミックスにより大阪の

どこでも快適にストレスなく移動できる
環境を整備。お客さまのニーズに応じ
た様々なモビリティの中から、アプリを通
じて最適な移動サービスを提供します。

モビリティの最適ミックスの実現

各種モビリティの提供

タクシー

オンデマンドバス シェアサイクル

鉄道 路線バス

2025年2022年

⚫ キタエリア
⚫ 福島エリア
⚫ 生野エリア
⚫ 平野Aエリア

・Bエリア

エリア
拡大

運行エリア

大阪市全域に向け順次拡大

大阪市全域での展開を推進
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10-3．快適で便利な移動、生活空間の提供

交通と社会生活サービスを連動させつつ、当社ならではの心地よく便利な移動体験を提供していきます。また、移動の起点となる乗車場所の施設

整備や、住環境の整備にも取り組みます。e METROアプリを通じてリコメンド通知により生活やお買い物がお得に、未来を感じる顔パスや多彩な
決済サービスでお出かけを便利に、駅や乗り換え場所が清潔、綺麗、スムーズで もっと住みたい、出かけたい大阪になるよう取り組みます。

アプリ

都市開発

より魅力あふれるアプリへ

今後、継続的に機能の拡張を図ることで、毎日の通勤・通学での移動は
もちろん、お休みの日のショッピングや食事、その他、あらゆる
サービスをまとめてお得に便利にするアプリを提供します。

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

乗継ハブ

駅周辺・沿線開発

地下鉄・路線バス・オンデマンドバスの乗り換えを行う拠点として、待合室
やオフィス・住宅、フードトラックなどの生活利便施設やパーソナルモビリティ
ポートを設けた乗継ハブを整備します。

大阪市内全域で交通・生活利便性ともに充足されたまちを将来像とし、
「交通の価値向上に資する開発」を中心に事業を推進します。また、
保有資産を活用するとともに、収益の柱を目指して開発事業を積極的に
推進します。

アプリダウンロード数

200万ダウンロード

乗継ハブ整備

15箇所

開発（竣工）物件数

7物件

タクシー配車

21:006:00

ヘルスケア

7:30

オンデマンドバス/
シェアサイクル

顔認証改札

8:00
12:00

クーポン配信

17:30

混雑状況
の見える化

8:30

18:00

飲食店利用

空席確認

17:40

事業推進重点テーマの主な施策

サイネージ付きバス停

サービス
の進化

データ
収集

データ蓄積
データ可視化

データ分析
AI予測

バス停留所のDXとして、大阪市内各所にサイネージ付きバス停を設置し、
運行情報や到着時間などを発信することで、快適にモビリティが利用できる
環境を整備。また、これまでの情報に加え、地域情報や防災情報、広告な
どをリッチな動画形式で発信します。

300基
サイネージ付きバス停整備

乗車場所
の整備
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10-4．108駅のサービス拠点化

お客さまの日常生活において駅ナカ・駅近で「あったらいいな」というサービスを、駅の特性に即して計画的にひとつずつ形にしていき、お客さまの
体験価値の向上に取り組みます。駅でご利用になりたいお客さまニーズを十分にお伺いし、サービスを拡充します。また、駅において未来体験や

ご来訪者が楽しめる空間への変革も段階的に進めることで、駅・駅周辺が魅力的でお出かけの目的地になるように努めます。

リテール

生活支援

飲食事業

駅ナカ・駅近で、レストランやカフェのほか、スイーツや和菓子などの
飲食事業を展開します。なお、運営の委託・支援からM&A、アライアンス
まであらゆる選択肢を組み合わせて推進します。

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

生活支援サービス

交通事業でのお客さまとの接点を最大限活用し、ヘルスケア事業や
スペースシェア事業などの生活支援サービスを展開することで、沿線価値
の向上を図るとともに、交通以外の新たな事業展開を目指します。

店舗数

8店舗

生活支援サービス

本格実施
売上

10億円/年

売上

13億円/年

次世代型自販機事業

大小さまざまなサイズの商品を販売し、多言語の案内機能を搭載した
次世代型自販機の設置を通して、駅の魅力と利便性向上を目指します。

e METRO STATION として

主要駅で展開

事業推進重点テーマの主な施策

駅のスマート化 駅の賑わい創出 駅の多機能・多目的化
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10-5．円滑な万博開催への最大限のコミットメント

2025年に開催される大阪・関西万博の成功に向けて、交通や関連事業を通じ全社を挙げて最大限貢献していきます。各種施策を確実に遂行する

とともに、万博への取組みをスプリングボードに会社を大きく飛躍させていきます。輸送能力の増強とともに、お客さまには中央線新型車両やEVバスで
万博会場へ向かっていただけるよう万全の準備を進めています。また、開催前後の熱気あふれる大阪・関西のご移動を快適にするアプリや森之宮での
賑わいづくりも進めています。

万博開催時

万博開催前

中央線の増発

大阪・関西万博にお越しの多くのお客さまのご乗車に対応できるよう、
泊車線の増設工事や30000A系10列車の増備を実施し、中央線の
輸送力を増強します。

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

EVバスによる会場内外輸送

夢洲駅（仮称）への延伸

ラッピング車両の運行

森之宮用地における賑わいの創出・周辺エリアの回遊性の向上

万博会場とその周辺拠点間および広い会場内の移動にEVバスを運行し、
大阪・関西万博に訪れる多くのお客さまの移動を支えます。一部は
自動運転バス（自動運転レベル４）を導入します。

大阪・関西万博会場への主要なアクセスであり、国際観光拠点として
国内外から多くの来訪者を迎える玄関口として、北港テクノポート線
（中央線乗入れ）3.2㎞と、夢洲駅（仮称）を建設します。
2024年度の開業に向けて、着実な工事進捗を実施します。

大阪・関西万博の機運醸成に向け、主要路線において、ラッピング車両
を運行します。

森之宮用地を活用し、大阪・関西万博の東西軸の賑わい創出のための
暫定施設を開設します。
また、森之宮周辺エリアの回遊性向上のため、自動運転バス等さまざまな
モビリティ及びそれらの拠点となるモビリティハブを導入します。

会場外シャトルバス輸送

115両

1時間当たりの運行本数(最大)

24列車(3分45秒⇒2分30秒間隔)

コスモスクエア～夢洲駅（仮称）間

2024年度開業

地下鉄

5列車

暫定利用の開始

2023年度

会場内バス輸送

35両

バス

174両

事業推進重点テーマの主な施策
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スマートシティ（Society5.0）

10-6．持続可能な社会実現への貢献

持続可能な社会に向け、企業の貢献に社会の期待が高まる中、当社グループは環境対策を全ての事業活動の基本と位置付け、CO₂排出量を
2025年度には2013年度比で40%削減、2050年度CO₂排出量実質ゼロとし、カーボンニュートラル社会を目指すとともに、SDGsの実現に
貢献します。

カーボン
ニュートラル

省エネルギー設備の導入

駅構内および地下鉄車内の照明を従来の蛍光灯からLEDに置き換える
ことで、照度を保ちつつも消費電力を削減します。

主な施策 事業方針 2025年度の達成目標

EVバスの導入

水素を利用した燃料電池の設置

当社施設内での太陽光パネルの設置

ディーゼルよりも環境にやさしいEVバスの導入を積極的に進めていき、
2025年度には174両、2035年度を目途に全車両EV化を目指します。

森之宮用地の開発に合わせ、太陽光発電と純水素燃料電池を
組み合わせた発電施設を整備し、鉄道への安定した電力供給に向けた
実証実験を開始します。

当社グループが保有する建築物の屋上など設置可能な場所に太陽光
パネルを設置し発電するとともに、耐加重に課題のある場所については、
開発される軽量・薄型の新素材太陽光パネルに注視しつつ導入を
検討します。

EVバス導入

174両

駅構内照明

65％削減

発電量

8,000kWh/年

発電量

110,000kWｈ/年

地下鉄車内照明

36％削減

Osaka Metro Groupの重要テーマ（マテリアリティ）

社会ニーズに対応す
ることによって、経済
成長も成し遂げる事
業活動の追求

移動手段の変革
（CO２排出量の
少ない交通システムの
拡充）

社会生活インフラ×
交通インフラの追求

誰もが安全に利用で
き、災害にも強い交
通機関への進化及び
便利で住みやすい沿
線の開発

左記テーマに関する
取組みを個々の事業活動へ
落とし込みます

事業推進重点テーマの主な施策
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11．3つの経営基盤強化重点テーマ

より良い経営や事業運営の根幹は「人材」との原点に
立ち返り、人を育て、活躍を促すため、社員一人ひとりに
寄り添った人事施策の推進および技術力を含む専門能力
の向上を目指す。

民営化の趣旨に則り、お客さま視点で自ら考え行動する企業文化及び組織能力の確立を目指します。着実な事業遂行を支える経営基盤の
強化が不可欠であるとの認識に基づき、中期経営計画で目指す姿を確実に実現するため、経営管理体制の強化および経営・事業に対する社員の意識

向上に資する施策を実施し、「自主自立経営の確立」を進めます。また、事業の推進及び変革を支える機能として、特に、DX推進を含む「組織力の
強化」に取り組みます。更に、激変する外部環境に柔軟に対応して持続的に事業を成長させるため、各種研修の拡充や研究開発力の強化を中心に、
「人的資本への投資」に取り組みます。

中期経営

計画達成

②組織力の

強化

①自主自立

経営の確立

③人的資本への

投資

事業本部毎の運営体制の確立を基本としつつ、
グループ内の各階層ごとの「戦略機能」と「牽制
機能」を強化し、組織間の「求心力」と「遠心力」
を高め、自主自立経営の確立を目指す。

戦略機能の強化を含め、組織力を高め続けるとともに、
事業活動・経営管理でのオープンかつ循環的なデータ
活用により、経営や事業運営の格段の進化を目指す。
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11-1. 自主自立経営の確立

自主自立の経営体制確立の基本として、事業本部毎の運営体制の確立を目指します。戦略機能を強化し、理念や戦略の共有によってグループ
全体での「求心力」を高めて各事業の連携を促す一方、各事業の「自立」を支えるため、監査機能と内部統制機能を強化します。具体的には、事業毎の
成長戦略の企画および実行は各事業本部が担うと共に、本社は全社戦略機能とサポート機能及び牽制機能を担い、グループ全体での自主自立の経営
体制を確立します。この構図がグループ内におけるガバナンス機能の根幹となります。

経営基盤強化重点テーマの主な施策

自主自立経営の確立
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11-2-1. 組織力の強化①（攻めと守りの組織力向上）

経営基盤強化重点テーマの主な施策

『攻めの組織力向上』

『守りの組織力向上』

コンプライアンスの遵守 業績管理の徹底 牽制機能の強化

マネジメント層の資質向上 経営計画の浸透 企業風土の改善

・使命や価値観の浸透の仕組み化
・課長級までのジョブディスクリプション設定

・コンプライアンス教育の徹底
・経営ビジョンの浸透
・社内コミュニケーションの強化

・コンプライアンス研修 全社員
・経営ビジョン研修 年１回
・法令違反事案 撲滅

・経理・ICT部門の職能化
・上場企業並みの経営管理
・経理基幹システムの更新

・累積EBITDA 3,300億円創出
・財務健全性(格付け)

現状水準の確保
・労働生産性 +400万円/人改善

・監査機能の強化
・監査品質向上
・取締役・執行役員協議の充実

・グループ会社監査役との対面協議
年12回

・内部監査部門の
内部監査士の取得率 100%

公認内部監査人 1名以上
・執行役員会を実施 年12回

・心理的安全性の確保
・経営視点を持つ人材の育成

・リーダー育成
・キャリア人材の獲得

・１on１ミーティング 毎月1回
・キャリアチャレンジ FA・社内公募

・事業計画研修 年１回
・目標管理/評価制度 年２回

・階層別/テーマ別研修 通年
・専門知識を持つ人材採用 通年

企業価値向上に資する事業実践力の強化を図ります。先行き不透明な経営環境下において着実な経営戦略・成長戦略を遂行するため、「攻めの

組織力向上」として、事業組織のリーダーの資質やマネジメント力を高める取組みを進めます。一方、経営の土台となる「守りの組織力向上」として、
コンプライアンスの遵守や適正な社内牽制機能が働く取組みを進めます。「攻めと守り」の両面で組織力を向上させることで、全社員が一体となって
当社グループのビジョンや戦略を実現する力を高めます。
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11-2-2. 組織力の強化②（DXの推進）

経営および事業運営の圧倒的な革新を図るため、全社を挙げて戦略的にDXを進めます。データに基づいた経営管理や事業運営を浸透させる
ため、ICTインフラの根本的改革を目指し、経営基幹システムを刷新します。また、データ活用で社外と広く連携していきます。更に、e METROアプリを当社
グループの重要なデジタル顧客接点としてデータを一元的に集約・分析し、その結果を活用して循環的にサービスや業務の改善を実現する体制を整備します。

経営基盤強化重点テーマの主な施策
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激変する外部環境に柔軟に対応し、持続的に事業を成長させるためには、全社員の成長が極めて重要であり、その成果が当社の「交通の絶え間ない
改善・進化」と「新たな事業の柱となる成長市場への挑戦」を支えると考えています。そのため、今後3年間で人的資本投資を加速します。採用活動を

強化するとともに、e METRO各層の領域で多様な人材の育成に積極的に取り組みます。また、その一環として、技術力の向上に取り組みます。交通事
業本部内の体制を拡充し、鉄道・バスの運行・保守・建設等に関する知見や技術の継続的な向上と先端技術の開発に取り組み、エンジニアリング
事業の拡大とともに、他社に先駆けて手掛けることとなる大量のEVバスの点検・整備などで得られる新たな知見を技術の蓄積につなげます。

11-3. 人的資本への投資

スペシャリスト人材採用の拡大採用推進部による人材採用の強化

グループ研修センターの整備

多様な事業における
スペシャリスト人材育成

リスキリングによる
新規事業等への人材シフト

鉄道プロフェッショナル人材育成

社内でのDX人材育成経営幹部候補育成

経営基盤強化重点テーマの主な施策

エンジニア人材の強化 知的財産権の獲得
（特許取得）

先端技術センターの整備

既存技術の活用

先端技術の獲得

新たな市場への挑戦

人的資本投資 技術の進化
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33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

12-1．業績見通しの前提条件

鉄道の乗車人員は、国内観光やインバウンド需要が本格的に回復することにより、2025年度まで年度毎に着実な回復傾向を辿ると見込んでいます。
2023年度は、定期外利用はコロナ前の水準まで回復すると予想しており、2025年度には万博需要も加わり乗車人員全体で、103％程度にまで増加

すると見込みます。非鉄道事業についても、足元の回復トレンドが継続し、2023年度は、ほぼコロナ前の市場水準にまで回復し、その後、徐々に
拡大すると見込んでいます。

※グラフは、万博による一時的な需要の増加を含む。

（万人）

180

200

220

240

260

鉄道乗車人員/１日 近畿圏の大規模小売店における売上推移*1

*1（出所）経済産業省「大型小売店販売状況」(2022年まで、2023年以降は当社の推測値)
*2（出所）国土交通省「建築着工統計」(2022年まで、2023年以降は当社の推測値)

129,000

132,000

135,000

138,000

141,000

144,000

近畿圏の住宅着工戸数の推移*2

経営目標数値

(百万円)

(戸)
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0
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1,000
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1,000

2,000

3,000

4,000

2022 2023 2024 2025

営業収益 営業利益 当期純利益■ ■ ■

12-2．連結P/L（2022年度～2025年度）

営業利益
当期純利益

（単位：億円）

営業収益
（単位：億円）

1,840
1,614

191
151

195
260

実績 計画

将来にわたって持続可能で、継続的に事業成長を成し遂げる事業体となるため、事業の中核である交通事業においては、安全かつ効率的な運行を行うと

ともに、交通事業の進化を基に安定的な収支構造への変革に取り組みます。2023年度～2024年度は、2025年度の成長への先行費用が嵩むと
見込んでおり、営業利益の伸びは営業収益の伸びほどには大きくないと予想していますが、事業の多角化を拡充するなど非交通事業での事業拡大にも努め、

2025年度には、その年度以降の継続的な成長の基盤となり得る規模の営業収益・営業利益・当期純利益の創出力の確立を目指します。

経営目標数値

（注）前提条件に基づいて業績見通しを策定していますが、
事業多角化に向けてのアライアンス等は不確定要素も大きいため、目標数値には幅を設けています。
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12-3．投資計画

通常の事業活動に資する基礎的な投資として、一般的な安全投資を最優先しつつ、万博を見据えた車両の新造・更新や可動式ホーム柵の設置、

駅のグランドリニューアル等を進め、お客さまにとっての快適な地下空間の整備を行いながら、e METROアプリを中心とする顧客基盤構築など、都市型
MaaS構想を支えるインフラを整備していきます。加えて、企業価値の更なる向上の観点から、交通を核にした生活まちづくり企業への変革に資する事業
多角化推進投資を、「総資本コストを上回るリターンを確保する」という財務規律の下で、戦略的成長投資として非交通部門を中心に実行していきます。

総額
2,200億円

（FY2023－2025累計）

安全
投資

サービス
投資

その他

基礎的投資

可動式ホーム柵の整備 10%

車両の新造・更新 12%

更新投資 他
（老朽設備の更新等）19%

駅グランドリニューアル工事 7%
サービス改善投資 他
（エレベーター・エスカレーター設置等）37%

都市開発事業 他 14%

【参考】バリアフリー投資額の推移（単位：億円）

74
131 119

2023年度 2024年度 2025年度

慎重な判断の下、必要に応じて

戦略投資枠1,200億円
を検討予定

経営目標数値
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0

500

1,000

2022 2023 2024 2025

■中期KGI

⑴累積EBITDA 3,300億円以上

656
億円

1,000億円
以上

(億円)

⑵大阪市への財政貢献 680億円以上
内、配当総額：370億円以上

（2022－2025 累計）

（2018－2025 累計）

・・・

納税額・配当額・総額
（単位：億円）

累計
（単位：億円）

0

200
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600

800

1,000

1,200

0

25
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125

150

2022 2023 2024 2025 2028

納税額 配当額 総額 累計

・実績 計画

実績 計画

持続可能な事業体の確立はもとより、連結企業価値の継続的な向上を目指すには、財務体質の健全性を維持しつつ、都市型MaaS構想の実現に
向けた十分な投資を実行していくと共に、大阪市への財政貢献を果たす必要があります。その観点から、将来キャッシュフロー及び投下資本収益性重視の

経営が極めて重要であるため、事業活動からのキャッシュ創出力を測る「累積EBITDA（減価償却費・金利・税引前利益）」並びに財政貢献額を

主要目標達成指標（中期KGI）として設定しています。また、その達成に向け、キャッシュフローベースの「ROIC（投下資本に対するリターン）」、
「一人あたりの付加価値労働生産性」、「Net Debt/EBITDA倍率」を事業活動における経営管理指標としています。KPIを設定し、厳格な
将来キャッシュフロー管理の下で、投資効率の高い投資を推進することで、財務体質の健全性を維持した上で連結企業価値向上を目指します。

■経営管理指標
①キャッシュフローベースROIC

【ROIC=将来キャッシュフロー÷投下資本】

②一人あたり付加価値労働生産性

【生産性=付加価値総額÷労働投入量】

③Net Debt/EBITDA倍率

【倍率=ネット借入金÷EBITDA】
不透明な経営環境を踏まえ、財務規律として、ネット有利子負債をEBITDAで いかに賄えるかを意識し、
財務体質の健全性維持を図る。

12-4．目標達成指標（中期KGI）と主な経営管理指標

経営目標数値

KPI FY2022 FY2025 算出方法

ROIC
（キャッシュフロー
ベース）

7% 10% ――――――――

一人当たり
付加価値
労働生産性

11百万円 15百万円 ――――――――

Net Debt/
EBITDA倍率

5倍 4倍以下 ―――――――

将来キャッシュフロー

投下資本

労働投入量

付加価値総額

EBITDA

ネット借入金
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本資料に掲載されている情報のうち、過去の実績以外は将来の見通しであり、
これらは現在入手可能な情報から得られた当社の判断に基づいています。
従って、実際の業績はこれらと異なる結果になる場合がありますことをご了承ください。


